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  告   示   

告 示 第 ７ ２ ２ 号   
平成２６年１０月１６日   

熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づき、放置自転車を移動・保管したので、同条例第１４条

第１項及び第１６条第２項の規定により、次のとおり告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

１ 自転車が放置されていた場所、移動・保管した年月日、保管の場所及び期間 
(1) 自転車を移動保管した年月日及び放置されていた場所 
ア 平成２６年９月１６日 銀座通りエリア、市庁舎北側駐輪場、手取エリア、上通自転車駐輪 

場、新市街エリア、中央区島崎四丁目１２、東区上南部二丁目２、並 
木坂エリア 

イ 平成２６年９月１７日 中央区白山一丁目７味噌天神電停付近、武蔵塚駅周辺、北区武蔵ケ 
丘六丁目３－１武蔵塚駅前駐輪場 

ウ 平成２６年９月１８日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、辛島エリア、中央区 
花畑町４－１８国際交流会館、中央区草葉町５－１中央公民館、中央 
区北千反畑町２付近、並木坂エリア 

エ 平成２６年９月２２日 新市街エリア、辛島エリア、水道町エリア、並木坂エリア 
オ 平成２６年９月２４日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、水道 

町エリア、並木坂エリア 
カ 平成２６年９月２５日 西区上熊本三丁目１、中央区平成三丁目１４－１８、東区錦ケ丘１ 

１－１東部出張所 
キ 平成２６年９月２６日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、辛島エリア、水道町 

エリア、並木坂エリア  
ク 平成２６年９月２９日 銀座通りエリア、手取エリア、辛島エリア 
ケ 平成２６年９月３０日 健軍ピアクレス、健軍駐輪場、健軍変電所前駐輪場、西区上熊本二 

丁目１８ 
コ 平成２６年１０月１日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、並木坂エリア 
サ 平成２６年１０月２日 水道町エリア 
シ 平成２６年１０月３日 西区春日八丁目１７、中央区九品寺一丁目１３銀座橋際駐輪場、東 

区健軍四丁目庄口公園 
ス 平成２６年１０月６日 手取エリア、新市街エリア、辛島エリア、水道町エリア、東区画図 

町下江津八丁目１－１０、並木坂エリア 
セ 平成２６年１０月７日 東区月出六丁目５ 
ソ 平成２６年１０月８日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、辛島エリア、西区春 

日三丁目熊本駅前 
タ 平成２６年１０月９日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、中央 

区水前寺一丁目水前寺駅北口、北区高平二丁目清水交番前  
(2) 保管の場所 平成自転車保管所 
(3)  保管の期間 平成２７年１月１６日まで 

２ 移動・保管台数 
  自転車 １８２台 
３ 返還事務を行う曜日・時間 
  月曜日から土曜日まで 
  午前１０時から午後４時３０分まで 
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  日曜日、祝祭日及び１２月２９日から翌年１月３日までは返還事務を行わない。 
４ 返還を受けるための必要事項 

自転車の返還を受けようとするときは、その住所及び氏名を証する書類、印鑑、自転車の鍵、返

還通知書等当該自転車等の利用者又は所有者であることを証する書類及び移動保管料を市長に提示

等しなければならない。 
５ 連絡先（返還事務を行う場所） 
  平成自転車保管所（電話 ０９６－３６４－３９１０） 
  熊本市中央区平成二丁目２３５番（平成跨線橋下） 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ７ ２ ３ 号   
平成２６年１０月１６日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第５４条２項の規定に基づく差押通知書の送達を受ける

べき者の住所及び居所が不明のため、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本

市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定に基づき公示する。 
なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
国税徴収法第５４条第２項に基づく差押通知書の送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

 １人 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ７ ２ ４ 号   
平成２６年１０月１７日   

平成２６年１０月１日付け告示第６８６号で告示した事項について次のとおり修正する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

 
 
 
誤 

２ 市の処理施設                                                                    
名称 所在地 
東部環境工場 熊本市東区戸島町２５７０番地 
西部環境工場 熊本市西区城山薬師町３６３番地 
扇田環境センター 熊本市北区貢町１５６７番地 

 

 
 
 
正 

２ 市の処理施設                                                                   
名称 所在地 
東部環境工場 熊本市東区戸島町２５７０番地 
西部環境工場 熊本市西区城山薬師二丁目１２番１号 
扇田環境センター 熊本市北区貢町１５６７番地 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ２ ５ 号   
平成２６年１０月２０日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第５４条の規定に基づく差押調書（謄本）及び同法第１

３１条第３号の規定に基づく配当計算書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３

条の規定に基づき告示する。 
なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
１ 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 
  １人 
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２ 送達をする書類名 
差押調書（謄本） 
配当計算書 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ２ ８ 号   
平成２６年１０月２１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ２ ９ 号   
平成２６年１０月２１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定による届出がされたので、同法第８

５条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３３条の２の規定により、次のとおり告

示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ３ ０ 号   
平成２６年１０月２１日   

 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第８条第２項の規定に基づき保管した広告物又は掲出

物件について、次のとおり告示する。 
                   熊本市長  幸 山 政 史   

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービス

の種類 

４３６０１９０

７８１ 

訪問看護ステーション 轍 

熊本市南区江越一丁目２９番１６号

パレステージ平成１０３号 

合同会社 轍 

熊本市南区江越一丁目２９番１６号 

パレステージ平成１０３号 

代表社員 宮本 博文 

平成２６年 

１０月２０日 
訪問看護 

４３６０１９０

７８１ 

訪問看護ステーション 轍 

熊本市南区江越一丁目２９番１６号

パレステージ平成１０３号 

合同会社 轍 

熊本市南区江越一丁目２９番１６号 

パレステージ平成１０３号 

代表社員 宮本 博文 

平成２６年 

１０月２０日 

介護予防

訪問看護 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３７０１０８

７０８ 

居宅介護支援事業所ライフケアわ

かば 

熊本市東区若葉六丁目３番５８号 

株式会社たかのや 

熊本市中央区水前寺公園２８番９４号

代表取締役 片山 紀子 

平成２６年 

１０月３１日 

居宅介護支

援 

撤去日 
名称 

又は種類 
数量 撤去場所 

保管 
開始日 

１０月３日 はり札等 １ 保田窪 １０月４日 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ３ １ 号   
平成２６年１０月２２日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第５４条の規定に基づく差押調書（謄本）及び同法第１

３１条第３号の規定に基づく配当計算書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３

条の規定に基づき公示する。 
なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
１ 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 
  １人 
２ 送達をする書類名 
  差押調書（謄本） 
  配当計算書 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ７ ３ ３ 号   
平成２６年１０月２３日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

 

１０月７日 はり札等 １ 大窪 １０月８日 

１０月９日 はり札等 ５ 若葉・上熊本・出水 １０月１０日 

１０月１０日 はり札等 １ 日吉 １０月１１日 

１０月１１日 
はり札等 ５ 刈草・近見 

１０月１２日 
立看板等 ４ 刈草・近見 

１０月１４日 はり札等 １０ 
新南部・桜木・佐土原・麻生

田 
１０月１５日 

１０月１６日 はり札等 １２ 池田・鶴羽田 １０月１７日 

保管場所  熊本市花畑別館 （熊本市中央区花畑町３－１） 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

８１１ 

ツクイ熊本長嶺 

熊本市東区長嶺南三丁目１－１２０

株式会社ツクイ 

神奈川県横浜市港南区上大岡西一丁

目６番１号 

代表取締役 津久井 宏 

平成２６年

１１月１日 
通所介護 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 告 示 第 ７ ３ ４ 号   

平成２６年１０月２３日   
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの種類

４３７０１１０

８２９ 

介臨丸 熊本営業所 

熊本市東区小山二丁目１１番１７号 

株式会社快援隊 

福岡県大牟田市右京町２１番地１ 

代表取締役 三船 善信 

平成２６年

１１月１日 
福祉用具貸与 

４３７０１１０

８２９ 

介臨丸 熊本営業所 

熊本市東区小山二丁目１１番１７号 

株式会社快援隊 

福岡県大牟田市右京町２１番地１ 

代表取締役 三船 善信 

平成２６年

１１月１日 

介護予防福祉用

具貸与 

４３７０１１０

８２９ 

介臨丸 熊本営業所 

熊本市東区小山二丁目１１番１７号 

株式会社快援隊 

福岡県大牟田市右京町２１番地１

代表取締役 三船 善信 

平成２６年

１１月１日 

特定福祉用具販

売 

４３７０１１０

８２９ 

介臨丸 熊本営業所 

熊本市東区小山二丁目１１番１７号 

株式会社快援隊 

福岡県大牟田市右京町２１番地１

代表取締役 三船 善信 

平成２６年

１１月１日 

特定介護予防福

祉用具販売 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ３ ５ 号   
平成２６年１０月２３日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援事業者を次

のとおり指定したので、同法第８５条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３３条

の２の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ３ ６ 号   
平成２６年１０月２４日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第１０６条第２項の規定に基づく不動産の最高価申込者

の決定等通知書の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定に基づき公示す

４３７０１１０

８１１ 

ツクイ熊本長嶺 

熊本市東区長嶺南三丁目１－１２０

株式会社ツクイ 

神奈川県横浜市港南区上大岡西一丁

目６番１号 

代表取締役 津久井 宏 

平成２６年

１１月１日 

介護予防通

所介護 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

８３７ 

居宅介護支援事業所わかば 

熊本市東区若葉六丁目３番５８号 

株式会社ヘルスケアわかば 

熊本市東区若葉六丁目３番５８号 

代表取締役 片山 紘子 

平成２６年

１１月１日 

居宅介護支

援 
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る。 
なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
１ 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 
  １人 
２ 送達する書類名 
  不動産の最高価申込者の決定等通知書 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ７ ４ ０ 号   
      平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規

定により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 
                        熊本市長  幸 山 政 史   

１ 都市計画の種類 
  熊本都市計画下水道 熊本公共下水道 
２ 都市計画の変更に係る土地の区域 

熊本市西区上代１０丁目 
３ 縦覧場所 
  熊本市都市建設局都市政策課 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ７ ４ １ 号   
      平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規

定により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 
                        熊本市長  幸 山 政 史   

１ 都市計画の種類 
  熊本都市計画公園 ２･２･１６５号 新大江三丁目公園 
２ 都市計画の変更に係る土地の区域 

熊本市中央区新大江３丁目 
３ 縦覧場所 
  熊本市都市建設局都市政策課 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ７ ４ ２ 号   
       平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規 
定により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

                        熊本市長  幸 山 政 史   
１ 都市計画の種類 
  熊本都市計画道路 ３･５･５４号 刈草薄場線 
２ 都市計画の変更に係る土地の区域 

熊本市南区刈草１丁目  
３ 縦覧場所 
  熊本市都市建設局都市政策課 
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 告 示 第 ７ ４ ３ 号   
     平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１９条第１項の規定により都市計画を決定したので、

同法第２０条第１項の規定により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を

公衆の縦覧に供する。 
                        熊本市長  幸 山 政 史   

１ 都市計画の種類 
  熊本都市計画地区計画 出水７丁目地区地区計画 
２ 都市計画の決定に係る土地の区域 

熊本市中央区出水７丁目 
３ 縦覧場所 
  熊本市都市建設局都市政策課 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ７ ４ ７ 号   
平成２６年１０月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項、中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の規定により、

介護扶助及び介護支援給付のための介護を担当する機関を指定したので、生活保護法第５５号の２第

１号の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

介護機関名称・所在地・開設者氏名 事業の種類 指定年月日 

太陽堂薬局 小楠公園前店 居宅療養管理指導・

介護予防居宅療養管

理指導 

平成２６年９月１６日熊本市東区沼山津四丁目１―２１ 

株式会社 太陽堂薬局 代表取締役 古閑 進 

太陽堂薬局 新市街店 居宅療養管理指導・

介護予防居宅療養管

理指導 

平成２６年９月１６日熊本市中央区新市街８―１ 

株式会社 太陽堂薬局 代表取締役 古閑 進 

株式会社 太陽堂薬局 日赤前店 居宅療養管理指導・

介護予防居宅療養管

理指導 

平成２６年９月１６日熊本市東区月出七丁目１６―１０２ 

株式会社 太陽堂薬局 代表取締役 古閑 進 

株式会社太陽堂薬局 並木坂店 居宅療養管理指導・

介護予防居宅療養管

理指導 

平成２６年９月１６日熊本市中央区南坪井町１―５ 

株式会社 太陽堂薬局 代表取締役 古閑 進 

ゆかり居宅介護支援事業所 

居宅介護支援 平成２６年１０月９日
熊本市西区春日二丁目１－９スカイマンションⅡ

３０２号 

ゆかり居宅介護支援事業所 今村 絹代 

熊本市社会福祉事業団 北部居宅介護支援事業所

居宅介護支援 平成２６年１０月１日

熊本市北区武蔵ヶ丘一丁目１５－１７ムサシ１番

館Ｄ 

社会福祉法人 熊本市社会福祉事業団  

理事長 奥山 康雄 

ケアセンターサンフラワー 

居宅介護支援 平成２６年１０月１日熊本市南区城南町隈庄４２２ 

合同会社サンスマイル 代表社員 松本 由美 
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アップルハート訪問看護ステーション熊本北 

訪問看護 平成２６年１０月１日
熊本市北区植木町舞尾５８９－１ 

麻生介護サービス株式会社  

代表取締役 新開 昌伸 

茶話本舗デイサービス若葉苑 
通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年１０月１日熊本市東区若葉三丁目１番１６号 

株式会社 真聖 代表取締役 秋吉 千帆 

通所介護事業所 ソレイシア 
通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年１０月１日熊本市中央区国府三丁目１２番３０号 

合同会社 リバティ 代表社員 大島 あさな 

デイサービス ライフワン熊本 

通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年１０月１日

熊本市西区八島二丁目４番１８号 

株式会社 ライフワン  

代表取締役 伊牟田 裕子 

小規模デイサービス フクシア 
通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年１０月８日熊本市南区良町五丁目１１番１２号 

株式会社 フクシア 代表取締役 村田 和彦 

リハビリスタジオ ラン・らん in 植木 
通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年８月１日 熊本市北区植木町滴水９番２ 

社会福祉法人 滄溟会 理事長 中原 紘嗣 

デイサービスすみれ 
通所介護・介護予防

通所介護 
平成２６年８月１日 熊本市東区長嶺西二丁目１５番１２４号 

医療法人社団 永誠会 理事長 永野 忠 

マノリアル本荘 居宅介護支援事業所 

居宅介護支援 平成２６年１０月１日
熊本市中央区本荘五丁目１０番２３号 

社会福祉法人 熊本厚生事業福祉会  

理事長 野口 駿 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ４ ８ 号   
平成２６年１０月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項の規定により次の指定介護機関から

変更の届出があったので、同法第５５条の２第２号の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

介護機関名称・所在地・開設者氏名 変更年月日 変更事由 

あきた病院 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

あきた病院訪問看護ステーション たんぽぽ 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

熊本市南４地域包括支援センター 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 
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居宅介護支援事業所 あきた 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

訪問介護事業所 ひまわり 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

福祉用具貸与事業所 あきた 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

デイサービスセンター なのはな 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

グループホーム 萌 

平成２６年９月１６日 その他変更 熊本市南区会富町１１２０ 

医療法人 むすびの森 理事長 佐渡 公一 

訪問介護ステーションよろこび 

平成２６年７月１日 所在地変更 熊本市西区花園五丁目１１-１６ 

株式会社 ひかり企画 代表取締役 大野 裕二 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ４ ９ 号   
平成２６年１０月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項の規定により次の指定介護機関から

廃止の届出があったので、同法第５５条の２第２号の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

介護機関名称・所在地・開設者氏名 廃止年月日 

ファルコはやぶさ薬局 島町店 

平成２６年９月３０日 熊本市南区島町四丁目４番２７号 

株式会社 ファルコファーマシーズ 代表取締役 森 正彦 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ５ ０ 号   
平成２６年１０月３０日   

市税督促状の送達を受けるべき者の住所又は居所が不明のため、当該書類を送達することができな

いので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第

８９号）第１３条の規定に基づき告示する。 
なお、督促状は熊本市財政局納税課で保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
１ 督促状送達の効力の発生日 

この掲示を始めた日から起算して７日を経過した日 
２ 督促状の送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

(1) 市県民税（普通徴収）      １７３件 
(2) 固定資産税             １件 
(3) 軽自動車税             ４件 
(4) 市県民税（特別徴収）       ２１件 
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告 示 第 ７ ５ １ 号   
平成２６年１０月３１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項及び同法第１１５条の１５第２項の規

定による届出がされたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

第１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示

する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ５ ２ 号   
平成２６年１０月３１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項及び同法第１１５条の１５第２項の規

定による届出がされたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

第１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示

する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ５ ３ 号   
平成２６年１０月３１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項及び同法第１１５条の１５第２項の規

定による届出がされたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

第１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示

する。 
熊本市長 幸 山 政 史   

 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

０１４９ 

はっぴぃはうす 

熊本市東区三郎一丁目１１番１１号

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

０１４９ 

はっぴぃはうす 

熊本市東区三郎一丁目１１番１１号

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

０５６０ 

はっぴぃはうす参番館 

熊本市中央区三郎一丁目１番８０号 

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

０５６０ 

はっぴぃはうす参番館 

熊本市中央区三郎一丁目１番８０号 

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 告 示 第 ７ ５ ４ 号   

平成２６年１０月３１日   
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文の指定及び同法第５４条の２第１

項本文の指定をしたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示す

る。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 告 示 第 ７ ５ ５ 号   

平成２６年１０月３１日   
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文の指定及び同法第５４条の２第１

項本文の指定をしたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示す

る。 
熊本市長  幸 山 政 史   

 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

０７１９ 

はっぴぃはうす六番館 

熊本市東区健軍三丁目４８番１５号

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

０７１９ 

はっぴぃはうす六番館 

熊本市東区健軍三丁目４８番１５号

有限会社 ひまわりくらぶ 

熊本市中央区水前寺四丁目５３番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１０月３１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

１５２７ 

はっぴぃはうす 

熊本市東区三郎一丁目１１番１１号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１１月１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

１５２７ 

はっぴぃはうす 

熊本市東区三郎一丁目１１番１１号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１１月１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

１５３５ 

はっぴぃはうす参番館 

熊本市中央区三郎一丁目１番８０号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年

１１月１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

１５３５ 

はっぴぃはうす参番館 

熊本市中央区三郎一丁目１番８０号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年

１１月１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護
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 告 示 第 ７ ５ ６ 号   
平成２６年１０月３１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文の指定及び同法第５４条の２第１

項本文の指定をしたので、同法第７８条の１１及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第

１３１条の１４並びに同法第１１５条の２０及び同法施行規則第１４０条の３１の規定により告示す

る。 
熊本市長  幸 山 政 史    

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 告 示 第 ７ ５ ７ 号   

平成２６年１０月３１日   
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 告 示 第 ７ ５ ８ 号   

平成２６年１０月３１日   
 熊本市自動車臨時運行許可規則（平成６年規則第７号）第３条第１項に基づき許可した自動車臨時

運行許可番号標について、有効期間を経過し、失効したので同規則第５条第２項の規定により次のと

おり告示する。 
熊本市長  幸 山 政 史   

１ 許可番号標番号 
熊本２８－０４熊本 

２ 許可番号 
第９２号 

３ 許可年月日 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名    

指定年月日 サービスの

種類 

４３９０１０

１５４３ 

はっぴぃはうす六番館 

熊本市東区健軍四丁目４８番１５号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１１月１日 

小規模多機

能型居宅介

護 

４３９０１０

１５４３ 

はっぴぃはうす六番館 

熊本市東区健軍四丁目４８番１５号 

株式会社 ケアベース 

熊本市中央区水前寺四丁目５２番４４号 

代表取締役 濵田 文子 

平成２６年 

１１月１日 

介護予防小

規模多機能

型居宅介護 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

指定年月日 サービスの種類

４３７０１１

０８４５ 

医療法人社団 悠愛会 

かじお温泉クリニック 

熊本市北区梶尾町１７００－１ 

医療法人社団 悠愛会 

熊本市東区画図町下無田１１３９ 

理事長 田代 壽美 

平成２６年 

１１月１日 

短期入所療養介

護 

４３７０１１

０８４５ 

医療法人社団 悠愛会 

かじお温泉クリニック 

熊本市北区梶尾町１７００－１ 

医療法人社団 悠愛会 

熊本市東区画図町下無田１１３９ 

理事長 田代 壽美 

平成２６年 

１１月１日 

介護予防短期入

所療養介護 
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平成２６年７月１日 
４ 有効期間 

平成２６年７月１日から平成２６年７月２日まで 
５ 申請者 

熊本県熊本市北区下硯川町４７６番地１ エルディム岡本１０１ 
南 洋志 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ７ ５ ９ 号   
平成２６年１０月３１日   

地方公務員法及び熊本市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づき、平成２５年

度人事行政の運営等の状況について公表する。 
熊本市長  幸 山 政 史   
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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
(1) 採用及び退職者数（平成２５年度） 

職種 採用者数 退職者数 

事務 ３８ ７８

社会福祉職 ４

心理相談員 １  

保育士 １４ ２５

土木 １４ ２５

建築 ９ ４

機械 １ ４

電気 １ １１

化学 ５

農業 １

造園 １

医師 １６ ２１

獣医師 ２ １

歯科医師 １

薬剤師 ２ ３

診療放射線技師 ２

臨床検査技師 １  

歯科衛生士 １

作業療法士 １  

言語聴覚士 １

保健師 ５ ２

看護師 １９ ２０

准看護師 １

電話交換手 １

公用車運転手 ４

作業車運転手  ６

給食調理作業員  １４

用務員  １

業務  ６

監督  １

技工  １

電車運転士  ２

幼稚園教諭 ３ ２

高等学校教諭 １３ ９

専修学校教員 １

指導主事 １９ ２２

社会教育主事 ３ ４

学芸員 ２ １

文化財専門職 １ １

消防職 ６０ ７２

計 ２３４ ３５０
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(2)  部門別職員数 

  

職員数(人) 増減数

(人) 主な増減理由 平２４ 平２５ 

福
祉
関
係
を
除
く 

一 

般 

行 

政 

議会 ２４ ２４ ０  

総務 ８６４ ８６０ ▲４ 区役所総務部門の人員削減等 

税務 ２２２ ２２０ ▲２ 区役所税務課の人員削減等 

労働 ３ ３ ０  

農水 １７２ １７３ １ 農商工連携推進課の新設等 

商工 １８３ １８８ ５ 動植物園の体制強化等 

土木 ６４７ ６６８ ２１ 土木センターの体制強化等 

小計 ２，１１５ ２，１３６ ２１  

福
祉 

関
係 

民生 ７７６ ７８０ ４

子ども・子育て関連３法制定に伴う業

務増 

衛生 ７１５ ６８７ ▲２８ ごみ収集車両の民間委託 

小計 １，４９１ １，４６７ ▲２４  

一般行政計 ３，６０６ ３，６０３ ▲３  

特
別
行
政 

教育 ６５３ ６４９ ▲４ 高校教諭の人員削減等 

警察   ０  

消防 ６３０ ６７１ ４１ 体制強化 

小計 １，２８３ １，３２０ ３７  

公
営
企
業
等 

病院 ７０７ ７２１ １４ 体制強化 

水道 ２８１ ２７１ ▲１０ 人員削減 

交通 ２０３ １６７ ▲３６ 市営バスの路線委譲 

下水道 １９１ １７５ ▲１６ 人員削減 

その他 １８４ １８４ ０  

小計 １，５６６ １，５１８ ▲４８   

総合計 ６，４５５ ６，４４１ ▲１４   

※各年度４月１日現在の職員数です。   

※職員数には教育長を含み、臨時職員及び非常勤職員は除きます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成 26 年 11 月 17 日       熊 本 市 公 報         第 1388 号 

- 1694 - 

２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２５年４月１日現在の人数です。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　　職員数には当該職員を含んでいません。

（3） 特記事項

（給与減額の状況）

（その他）

（4） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

国の要請等を踏まえた
減額措置の取組

人

実施 Ｈ25.7.1～Ｈ26.3.31

4,725

千円 　　　　　千円

（参考）一人当たり

給与費 B/A

千円

6,569

千円千円

31,037,367

区　　分 歳 出 総 額

　　　　　　Ａ

人 件 費 率

平成24年度の人件費率

（参考）

17.2732,877

　　　　　　　千円人　

294,385,551

H25年度

4,709,884

（給料）給料月額　平均7.1％削減
　　　　　　　　　Ｈ25.4.1ラスパイレス指数　107.7（参考値 99.5）
　　　【減額時点】Ｈ25.7.1ラスパイレス指数   99.7

（手当）管理職手当　10％削減
　　　　地域手当等の給料に連動する手当は給料の削減に連動

給　 料

減額実施期間

抑制済又は減額措置の内容

Ｂ／Ａ

　　　　　　％　　　　　千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員手当

住民基本台帳人口

（平成25年度末）

実 質 収 支 人 件 費

　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

7,140,478

　　　　　　　　　　　％

期末・勤勉手当

15.645,926,628

　　計　　Ｂ

3,430,159

（注）人口は平成２６年３月３１日の人口です。人件費には、市長、副市長、市議会議員その他特別職に支給する給料、
　　　報酬などを含みます。

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　　　　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した
         指数です。

　　　　　　Ａ

H25年度

19,187,005

101.7 101.6 

98.3 

107.7 

109.1 

106.6 

99.5
100.8

98.5
99.7

105.6

104.0 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

熊本市 類似団体平均 全国市平均

H20

H25

H25(参考値）

H25.7.1
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（5）給与改定の状況

①月例給

　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　

 (6) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

※国ベースの平均給与月額は、平均給料に基本となる手当を加算したものであり、時間外勤務手当等、毎月変動する手当を除いたものです。

　　 ②技能労務職

歳 649 人 円 円 円

歳 183 人 円 円 円

歳 159 人 円 円 円

歳 82 人 円 円 円

歳 53 人 円 円 円

歳 4 人 円 円 円

歳 12 人 円 円 円

歳 156 人 円 円 円

歳 329 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

442,189 342,792

勧　告

367,672

382,695

421,497 401,818

H25年度

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額です。

（0.04％）

国　の　年　間

0.00 0.00358,385 358,242 0.00

344,852

42.3 329,675

（改定月数）

月月

円H25年度

区　　分

人事委員会の勧告

割合　　　　　　A

民間の支給

支給月数　　　B A-B

％

較差

月月

円 143円

公務員の

A-B

区　　分

A

勧　告

（改定率）

公務員給与 給　与　改　定　率

％

人事委員会の勧告

較差民間給与

％

B

（参考）

国　の　改　定　率

月

3.95- 3.953.95

月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

3.94

区　　分

熊本市

用務員

平均給与月額

（国比較ベース）

356,878

372,704

学校給食員

-0.01

平 均 年 齢 平均給料月額

区　　分

49.6

48.9

その他

電話交換手

類似団体

熊本県

国

自動車運転手

42.3

平均給料月額平均年齢 職員数

412,028

372,952

388,286

―

391,675

391,372444,831

（A)

411,354 375,686

428,607

376,257(405,463）

374,887

平均給与月額

433,703

407,906

公　務　員

熊本市

307,220(332,446）

43.7

376,068

374,258

272,119
(286,850）

405,330

309,534
（325,400）

351,169

-

322,165

371,298

430,239

356,36148.5

熊本県

国 43.1

類似団体

平均給与月額

332,553

（国比較ベース）

平均給与月額

守衛

清掃職員 47.2 349,116

50.3

43.9

48.3

323,667

356,146

376,755

356,355

361,750

379,56051.5

47.1

49.9 3,272

334,41849.7

1,384

（参考）

支　給　月　数

年間支給月数
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歳 円

歳 円

歳 円

歳 円

歳 円

歳 円

- -

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間従業員のデータは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」を基に総務

省が調整し、情報提供されたデータを使用しています。（平成22～24年の3ヵ年平均）

※ 民間従業員データの基礎となる労働者は、①期間を定めずに雇われている労働者、

②１ヶ月を超える期間を定めて雇われている労働者、③日々又は１ヶ月以内の期間を

定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月に、それぞれ１８日以上雇用された労働者の

いずれかに該当する労働者（短時間労働者を除く。）をいいますが、本市データの基礎となる職員は

民間労働者の①に該当する職員のみであり、②又は③に該当する職員（パート、アルバイト職

員）はデータの基礎から除かれている点で（Ｃ）と（Ｄ）とはデータの基礎が異なります。

※ 「職務区分」と「対応する民間の類似職種」は、年齢、経験年数、業務内容、雇用

形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を

加えた試算値です。

　　 ③教育職（高等（特殊・専修・各種）学校教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　 ④教育職（小・中学校（幼稚園）教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

2,809,400

Ｃ/Ｄ

5,714,492

民間
（Ｄ）

2,628,700

-

-

2,290,900

-

2.3

-

2,360,200

参考

年収ベース（試算値）の比較

- - -

3,980,600 1.4

公務員
（Ｃ）

学校給食員 5,846,460 2.2

自動車運転手 6,284,720

電話交換手 6,183,160

その他 5,818,152

守衛 5,339,104

参考

Ａ/Ｂ

1.49

1.88

1.92

2.7

学校給食員

211,600 1.95

2.38

-

2.40

2.1

区　　分

廃棄物処理業従業員

用務員 5,903,800

54.7

その他

区　　分 平 均 年 齢

清掃職員

の類似職種

44.6

53.7

39.3

45.8

-

守衛

用務員

電話交換手

46.1

185,900

424,088

自動車運転手

290,600

用務員

平均給与月額

46.4類似団体

熊本県

熊本市

熊本市

区　　分 平 均 年 齢

調理士

類似団体

198,200

熊本県 392,646

42.5

41.2電話交換手

守衛

熊本市

清掃職員

自家用乗用自動車運転手

民　間

（B)

202,700

45.9

47.8

60.1

平均給料月額

374,079

平均給与月額

175,900

386,700

432,165

区　　分 対応する民間 平均年齢

393,499

平均給与月額平均給料月額

316,919

380,124371,000

369,901

421,328

480,779
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　　 ⑤教育職（その他の教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　

　 ３　国家公務員欄における「平均給料月額」の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による
　　　給与減額措置がないとした場合の値(減額前）です。

 (7) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (8) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）経験年数とは、学校卒業後すぐに採用された場合は、採用後の年数をいいます。

396,001

経験年数２５年 経験年数３０年

427,461

334,297

-

369,767

344,559

427,159

-

407,700

-

-

329,875

388,933

344,342

387,226

355,605

302,485

137,200

熊　本　市

347,300

-

経験年数１０年

259,760

熊本県

技能労務職

一般行政職

48.8

高　校　卒

区　　　　分

中　学　卒

教　育　職

高　校　卒

－

172,200大　学　卒

－

熊本市

高　校　卒

149,800

高　校　卒

区　　　　　分

経験年数２０年

平 均 年 齢

388,050

204,668

-

185,800

361,142大　学　卒

消　防　職 大　学　卒

287,220 357,467

201,200

-

308,900

大　学　卒

区　　分

消　防　職

中　学　卒

類似団体

一般行政職

220,853高　校　卒

大　学　卒

大　学　卒

技能労務職

高　校　卒

教　育　職

高　校　卒

高　校　卒

140,100

192,700 192,800

130,500

-

－

－

－

－

-

140,100

－

525,724

－

平均給料月額

393,900

平均給与月額

－

133,418（140,100）

熊　本　県

-

172,200

416,354

383,133

国

163,987（172,200）

146,700

-

-

－

－

－
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 (9) 一般行政職の級別職員数及び給料表（平成２５年４月１日現在）

（注）１　熊本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１号給の
給料月額

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

79

400,600

　　　　　　　　％

261,900 388,300

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円　　　　　　　　％

289,200

　　　　　　　　円

18.5

最高号給の
給料月額

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

構成比

　　　　　　　　％

464,600 537,700

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

0.3

320,600

2.7

0.7

422,600

456,200

　　　　　　　　円

413,000 478,200

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

366,200

146

　　　　　　　　円

185,800 307,800322

標準的な職務内容

相当の知識・技術又は経験を必要とする業
務を行う主事、技師の職務及びこれに相当
する職務

４　　級

　　　　　　　　人
１　　級

３　　級

定型的な業務を行う主事、技師の職務及び
これに相当する職務

２　　級

課長補佐の職務及びこれに相当する職務

24.2

5.1

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

230 8.0

29.3842

　　　　　　　　％

11.2

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

9

　　　　　　　　人

531

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

696

19

　　　　　　　　％

６　　級

５　　級

次長の職務及びこれに相当する職務

局長の職務及びこれに相当する職務９　　級

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

243,700

　　　　　　　　円

135,600

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

222,900 354,700

　　　　　　　　円

課長の職務及びこれに相当する職務

高度の知識・技術又は経験を必要とする課
長の職務及びこれに相当する職務

係長の職務及びこれに相当する職務

区　　分

７　　級

８　　級

主任主事、主任技師の職務及びこれに相
当する職務

　　　　　　　　人

職員数

　　　　　　　　人

１級 8.0% １級 9.8% １級 3.0%

２級

11.2%

２級

10.2% ２級

10.9%

３級

29.3%

３級

29.5%
３級

24.9%

４級

24.2%

４級

23.8%

４級

22.3%

５級

18.5%

５級

18.2% ５級

28.7%

６級 5.1% ６級 5.1% ６級 6.4%
７級 0.3% ７級 0.3% ７級 2.8%８級 2.7% ８級 2.4% ８級 1.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

9級0.7% 9級0.7%
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 (10) 昇給への勤務成績の反映状況
　

昇給日（毎年1月1日）前の判定期間における勤務成績の結果を昇給区分に反映する

 (11) 期末手当・勤勉手当

千円

（H25年度支給割合） （H25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　 　  勤勉手当

 月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

・役職加算　　　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

基準日前における判定期間での勤務成績不良職員については70/100～90/100の成績率を適用し、減額する。

 (12) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置(2～20%） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（退職時特別昇給） 無 ２％～２０％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、H25年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (13) 地域手当（平成２５年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

28.7875

59.28

47.50

支給実績（H25年度決算）

2.60

1.45

30.55

熊　　　　　　　　　　　本　　　　　　　　　　　市

11

国

23.03

4,025 25,620

熊　　　　　本　　　　　市

1.45

2.601.35

1,424

支給対象地域

0.65

23.50

１人当たり平均支給額（H25年度）

支給対象職員数

15

1918

（　　0.65　　）月分

      1.35　　 月分

―

55.86 55.86

15

18

堺市

737,244

46.55

支給職員１人当たり平均支給年額（H25年度決算）

東京都特別区

医師（歯科医師含む）

32.83

59.28

33.50 41.34

支給率

59.28

国の制度（支給率）

23,838

38.955

55.86

国

1 10

15

15 1

10

大阪市
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 (14) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

　　　｜ 職員

家畜伝染病予防法(昭和
26年法律第166号)第2条に
定める家畜伝染病(口蹄
疫、高病原性鳥インフルエ
ンザ及び低病原性鳥イン
フルエンザに限る。)のまん
延を防止するために行う家
畜のと殺、家畜の死体の焼
却若しくは埋却又は畜舎
等の消毒の作業に従事し
たとき。

2,900円

132,000円

支給実績
（Ｈ25年度決算）

189,865円

125円

3,300円

15,500円

職員

在宅の結核患者又は精神
疾患を有する者等の訪問
指導に直接従事したとき。

日額　230円

日額　200円

動植物園に勤務する職員

精神保健指定医である職員
又は精神保健福祉室に勤務
する職員

区役所保健子ども課、城南
総合出張所保健福祉課、こ
ころの健康センター及び精
神保健福祉室に勤務する職
員

職員

精神保健指定医である職
員が精神保健及び精神障
害者福祉に関する法律（昭
和25年法律第123号）に基
づき診察したとき、又は精
神保健福祉室に勤務する
職員が同法に基づき精神
保健指定医の診察への立
会い業務若しくは移送業
務に直接従事したとき。

3,100,500円

20,735円

21,735円

人事委員会の指定する有
害農薬による病害虫防除
作業に直接従事したとき。

主な支給対象職員

日額　290円

放射線技師、看護師

職員

職員

職員

0円
日額　380円

（著しく危険と人事委員会
が認める場合は760円）

放射線を人体に照射する
作業に直接従事したとき。

感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関
する法律（平成10年法律第
114号）第６条第２項及び第
３項に定める感染症並びに
人事委員会がこれらに相
当すると認める感染症の患
者を入院させる作業に直
接従事したとき。

行旅死亡人の収容作業、
身元確認作業若しくは火
葬等の立会作業又は行旅
病人の収容作業、身元確
認作業等に直接従事した
とき。

支給実績（H25年度決算）

日額　250円

１回につき　660円

１４種（３４手当）

日額　230円

主な支給対象業務

地上又は水面上10メートル
以上の足場の不安定な箇
所で工事等の検査、調査、
指導若しくは監督等の業
務又は構造物等の点検若
しくは補修作業に直接従
事したとき。

感染症作業手当

163,458

日額　500円

豪雨等異常な自然現象に
より重大な災害が発生し、
又は発生する恐れがある
状況下において屋外での
災害応急作業、巡回監視
又は災害状況調査等に直
接従事したとき。

特別作業手当

　　　｜

28.5

飼育作業に直接従事した
とき。

　　　｜

手当の名称

　　　｜

　　　｜

　　　｜

放射線取扱手当

　　　｜

支給職員１人当たり平均支給年額（H25年度決算）

手当の種類（手当数）

104,848

日額　500円
（夜間　750円）

左記職員に対する
支給単価

日額　200円

職員全体に占める手当支給職員の割合（H25年度）
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1,985,200円

7,376,500円

6,192,300円
保育業務に直接従事した
とき。

17,033,250円

25,412,000円

2,539,200円

317,240円

123,250円

550,800円

2,208,150円

776,400円

2,600円

区役所保護課に勤務する職
員

保育園に勤務する保育士

土木センターに勤務する職
員

動物愛護センターに勤務す
る職員

職員

動物愛護センターに勤務す
る職員

環境工場、扇田環境セン
ター又は秋津浄化センター
に勤務する職員

職員

環境工場及び秋津浄化セン
ターに勤務する職員

土木センターに勤務する職
員

熊本城総合事務所又は土
木センター

日額150円

日額800円6,097,200円

126,750円

児童相談所又は障がい者福
祉相談所に勤務する職員

こころの健康センターに勤務
する職員

福祉関係法規に基づく相
談、調査指導、判定及び
保護に直接従事したとき。

日額　280円

日額　250円

日額　800円

日額500円

公園,熊本城又は道路にお
けるごみの収集運搬作業
に直接従事したとき。

野犬捕獲に直接従事した
とき。

土地の取得等に係る交渉
の業務に直接従事したと
き。

交通を遮断することなく行う
道路の維持補修作業に直
接従事したとき。

処分犬の処分作業に直接
従事したとき。

下水道、用水路又は道路
側溝のしゅんせつ作業に
直接従事したとき。

清掃作業又は汚泥若しく
は汚水の運搬作業に直接
従事したとき。

ごみの収集運搬作業に直
接従事したとき。

福祉関係法規に基づく調
査指導に直接従事したと
き。

日額　300円

日額　800円

日額　400円

日額　780円

日額　800円

日額　600円

　　　｜ 日額650円
福祉関係法規に基づく心
理判定及び相談に直接従
事したとき。

環境工場に勤務する職員
がごみ焼却炉、ごみピット
若しくは汚水槽の内部点
検清掃作業又はクレーン
上の点検作業に直接従事
したとき及び秋津浄化セン
ターに勤務する職員が投
入槽、消化槽又は市が管
理する浄化槽の内部点検
清掃作業に直接従事した
とき。

汚物処理作業（焼却作業
を含む。）又はと畜検査業
務に直接従事したとき。

食肉センター業務手当

動物愛護センター業務手当

　　　｜

福祉業務手当

　　　｜

　　　｜

　　　｜

特殊清掃作業手当

クリーンセンター又は北区役
所まちづくり推進課に勤務
する職員

　　　｜

　　　｜

清掃等作業手当

　　　｜

　　　｜

日額　400円
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-

消防職員

医療職員給料表の適用を受
ける職員。
食肉センター、動物愛護セ
ンター、食肉衛生検査所又
は動植物園に勤務する獣医
師。
消防局に勤務し救急救命に
関する業務に従事する救急
救命士

0円

19,937,049円

655,200円 月額7,800円

-

特定の業務が心身に著し
い負担を与えると人事委員
会が認める程度に及ぶと
き。

機関員又は消防艇の操船員

消防職員

12,708,650円

税制課、課税管理課、納税
課又は各税務課に勤務する
職員

国保年金課に勤務する職員

徴税職員
国保年金課に勤務し、国民
健康保険料、介護保険料又
は後期高齢者医療保険料の
滞納処分に従事する職員
住宅課、城南地域整備室及
び植木地域整備室に勤務
し、市営住宅使用料の滞納
処分に従事する職員
保育幼稚園課に勤務し、保
育料の滞納処分に従事する
職員

消防職員（機関員又は消防
艇の操船員を除く）

19,091,160円

175,565円

25,577,660円

15,006,630円

1時間につき300円

月額84,000円以下

税制課、課税管理課、納
税課又は各税務課に勤務
する職員が市税の賦課、
調査、徴収又は差押の事
務等に直接従事したとき及
び国保年金課に勤務する
職員が保険料の徴収事務
に直接従事したとき。

滞納処分等のため外勤し
たとき。

4,118,300円

397,800円

納税課又は国保年金課
に勤務する職員
 日額　290円

その他の職員
 日額　230円

日額　370円

災害現場若しくは救急現
場に出動したとき又は消防
艇の避難若しくは海面警
戒のために出動したとき。

１回につき　330円
（深夜においては410円）

日額2,600円

日額6,400円以内

１回につき　410円
（深夜においては510円）

1当務につき 330円

火災現場、災害現場若しく
は救急現場に出動したとき
又は消防艇の避難若しく
は海面警戒のために出動
したとき。

救助工作車、はしご車、救
助資機材若しくは消防艇
により救助作業又は訓練
作業に直接従事したとき。

特殊危険物質（サリン（メチ
ルホスホノフルオリド酸イソ
プロピルをいう。以下この
号において同じ。）及びサリ
ン以上の又はサリンに準ず
る強い毒性を有する物質を
いう。）又はその疑いのある
物質の処理作業に直接従
事したとき。

特別支援教育担当手当

市税等事務従事手当

学力検査手当
市立高等学校、市立総合ビ
ジネス専門学校に勤務する
職員

市立幼稚園のことばの教室
において、特別支援教育を
担当する教諭、助教諭又は
講師

入学学力検査問題の作成
等を行ったとき。

　　　｜

医療等業務従事手当

教育職給料表(1)又は教育
職給料表(2)の1級又は2級
の職員

消防手当

教員特殊業務手当

　　　｜

　　　｜

　　　｜
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 (15) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（16) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円千円

519

支給実績

20,643

2,379,553

2,843,702

87,322

千円

千円

2,682

千円

44,261千円

0

234,885

0

通勤手当

国の制度

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ H24 年 度 決 算 ）

同

自動車などを
利用する場合
の、使用距離
区分

支 給 実 績 （ H24 年 度 決 算 ）

○一般　4,200
円
○医師　20,000
円

俸給及び扶
養手当の月
額の合計額の
25/100以内を
支給（国の制
度）

480,468

357,704

異
月額306,000
円以内を支給

－

欠員の補充が困難である職
で、新たに採用された医療
職員は、採用の日から35年
以内の期間、月額216,000
円以内を支給

6,264同

勤務公署を異にする異動に
伴い住居を移転し、やむを
得ない事情により同居して
いた配偶者と別居し、単身
で生活することを常況とする
職員

異なる内容

異

持家の場合
2,500円を支

給

との異同

435

特地勤務手当

○芳野分室及び金峰山少
年自然の家に勤務する職員
　給料月額の100分の1を支
給

手　当　名

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ H25 年 度 決 算 ）

宿日直手当
○一般の宿日直　6,400円
○医師の宿日直　20,000円

異

異

異

支 給 実 績 （ H25 年 度 決 算 ）

○休日等に勤務した場合
　　勤務1時間当たりの給与額に
100分の125から100分の150ま
での範囲内で支給

へき地手当

扶養手当

単身赴任手当

同

異

国の制度と

役職により俸
給月額の
25/100以内を
支給（国の制
度）

693,041－

休日勤務手当

初任給調整手当

○電車・バスなどを利用する場
合
　運賃に応じて55,000円を限度
に支給
○自動車などを利用する場合
　使用距離に応じて3,300円～
23,000円を支給

内容及び支給単価

○配偶者　　13,000円
○その他の扶養家族
　　　　　　　　6,500円
○加算措置
　16歳から22歳までの間に
ある子
　1人につき5,000円加算

給料表の別及び職員の職
に応じて46,900円～
105,400円を支給

管理職手当

○借家の場合
　家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給
○持家の場合　2,500円

支給職員１人当たり

－

（H25年度決算）

278,783

407,393

平均支給年額

千円

245,476千円

358,990千円

千円

千円

133,020

735,090

（H25年度決算）

1,890,969

696,000

387

○指定するへき地学校等に
勤務する職員
　職員の給料及び扶養手当
の月額の合計額の100分の
4以内
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円

円

円

円

（17）特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

1,132,000円×在職月数×0.7 万円 　任期ごと

※現市長のみ0.5 ※現市長の手当額

883,000円×在職月数×0.4 万円 　任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

2,716

1,695

副 議 長

市 長

671,000

議 長

883,000

-

　　（H25年度支給割合）

1,148,000

814,000

副 市 長

副 議 長

市 長

741,000

500,000

千円

（参考）類似団体における最高／最低額

2.95

2.95

-

-

1,061,000

953,000

千円

500,000

500,000

810,000

500,000

39,471

64,411

142,461

71,033

○職務により
12,000円以下

－

5,509

千円

1,428,000

1,179,000

694

市 長

議 長

副 市 長

備　　　　考

議 員

報

酬 議 員

期
末
手
当

副 市 長

退
職
手
当

-

-

区 分

教育業務連絡指導手当

　　（H25年度支給割合）

市立高等学校、市立幼稚園
及び市立総合ビジネス専門
学校に勤務する職員で校長
及び教員との権衡上必要と
認められる範囲内において
月額8,000円以内を支給

同

千円

義務教育等教員特別手
当

夜間勤務手当

管理職員特別勤務手当

給

料

1,132,000

市立高等学校の教諭又は
養護教諭のうち職務が困難
であるとして人事委員会の
定めるものの職務を担当す
る教諭又は養護教諭が、業
務に従事したとき　日額200
円

8,245

給 料 月 額 等

45,785

－

異

同

職務により10,000円以下

午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務する場
合、勤務1時間当たりの給与
額の100分の25を支給
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（H２５.４.１現在） 
(1) 勤務時間等の状況(通常勤務職場) 

勤務時間 休憩時間 週休日 
８:３０～１７:１５ １２:００～１３:００ 土曜日・日曜日 

(2) 休暇の設置状況 
事由 期間 

年次有給休暇 ２０日以内 
病気休暇 ９０日以内 

特別休暇 
(主なもの) 

結婚休暇 ５日以内 
妊娠中の通勤緩和 １日に１時間を超えない範囲内で必要と認める時間 
妊娠障害休暇 １４日以内 
産前休暇・産後休暇 出産予定日以前８週間目(多胎妊娠の場合は１４週間目)に当たる

日から出産の日まで 
出産の日の翌日から８週間 

育児時間 子が２歳になるまで、１日に２回以内・各４５分 
配偶者分娩休暇 ３日以内 
子の看護休暇 子が中学校に就学するまで、一年度中５日以内（対象となる子が複

数いる場合は１０日） 
忌引休暇 続柄に応じて１日から７日以内 
夏期休暇 ５日以内 
永年勤続表彰休暇 ３０年－４日以内 

２０年－２日以内 
男性の育児休暇 配偶者が出産予定８週前から出産後８週の間、当該出産に係る子ま

たは小学校就学の始期に達する子を養育する場合、５日以内 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（H２５年度実績） 
(1) 懲戒処分の状況    

 戒告 減給 停職 免職 計 

人 数 
１０ ０ ０ ５ １５ 

※懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行う不利益処分です。 

      
(2) 分限処分の状況（H２５年度実績）    

 降任 免職 休職 降給 計 

人 数 ０ ０ ６５ ０ ６５ 
※分限処分とは一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす

処分です。 
 
５ 職員の服務の状況（H２５年度実績） 
休業等の取得状況 
  取得者数 

休業等区分 男性 女性 計 
育児休業 ４ ８９ ９３

育児部分休業 １ ７ ８

育児短時間勤務 ０ ６ ６

自己啓発休業 ０ ０ ０
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
 (1)研修の状況

延べ人員

25年度

1,089人

職員セミナー 426人

公務員倫理研修 663人

1,407人

新規採用職員研修 224人

採用3年目職員研修 146人

採用５年目職員研修 134人

採用7年目職員研修 83人

採用11年目職員研修 107人

業務職員研修 18人

職種変更職員研修 41人

新任作業長・主任研修 14人

係長級昇任者研修 148人

新任ライン係長研修 78人

課長補佐級昇任者研修 118人

新任ライン課長補佐研修 64人

課長級試験合格者研修 45人

課長級昇任者研修 29人

課長パワーアップ研修 43人

係長人事評価研修 90人

課長人事評価研修 25人

  ３  実務研修 243人

182人

段取り力強化講座 30人

ロジカル問題解決講座 28人

文書作成講座 30人

プレゼンテーション講座 15人

ファシリを活かした職場作り 12人

業務マネジメント講座 20人

ロジカル説明力講座 28人

コーチング講座 19人

行政法研修 21人

民法研修 40人

  ４  内部講師養成研修 29人

接遇研修内部講師養成講座 10人

接遇内部講師ブラッシュアップ研修 19人

  ５  派遣研修 99人

事例調査派遣研修（国内） 7人

自治大学校 2人

早稲田大マニフェスト研人材マネジメント部会 3人

国際文化アカデミー 18人

市町村アカデミー 15人

熊本県市町村職員研修協議会 54人

  ６  職場研修 14,851人

職場研修推進支援 328人

職場集合研修 87人

すまいる向上キャンペーン 6,457人

職員倫理意識向上の職場研修 6,457人

職場派遣研修 11人

1,511人

債権回収実務研修 42人

条例制定研修 7人

政策法務研修 192人

法令実務 171人

例規担当者研修 169人

訟務研修 43人

参画協働研修 158人

契約事務研修 55人

人権教育研修 674人

研修区分

  １ 特別研修

  ２  基本研修

ジャンプアップ研修

他課主催全庁研修
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  ７  自主研修 120人

120人

自主学習グループ 47人

資格取得 3人

大学講座 15人

eラーニング（市町村アカデミー） 10人

eラーニング（自治大学校） 45人

17,838人

 (2)勤務成績の評定の状況

　本市における職員の勤務成績の評定については、地方公務員法第４０条第１項の規定に基づき、職場の上司が部下の勤務成績
や能力等の評価を行う人事評価制度を実施しています。
　この制度は毎年１０月１日を基準として、次長級以下の全職員に対し、業績、情意、能力の評価を行い、人事異動や昇任の際
の参考とするものです。
　また、自己申告書制度、庁内公募、上司のリーダーシップに関する評価、自己評価を併せて実施しており、より精度の高い評
価制度を構築するため毎年見直しを行っています。

資格取得・自己啓発支援

合計（延べ人数）
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
平成２５年度職員厚生会事業（実績） 

団体の名称 熊本市職員厚生会 
会員数 ６，８１１名 

公費負担額 ３７，８９９，５８８円 
会員負担･その他収入額 １７４，４００，８１０円 
事業主：職員の負担割合 １.５／１,０００：４.０／１,０００ 

  
（事業の概要） 

事業名 主な概要 
給付事業 結婚、出産祝金等１２種 

貸付事業 
厚生貸付金、特別貸付金（H２５年度のみ）、

災害貸付金 

厚生事業 
インフルエンザ予防接種補助 
※人間ドック補助、※各種スポーツ大会 等 

カフェプラン事業 宿泊施設利用等、※書籍購入 等 

収益事業 
任意共済保険･災害共済会事務、生命保険･損害

保険の団体取扱事務 
  （備考）※の事業について公費を充当（半額又は全額） 
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1

①　人事行政に関する調査、研究、企画立案等

②　給与等に関する議会及び長への報告及び勧告

③　競争試験又は選考の実施

④　労働基準監督機関としての職権行使

⑤　職員の苦情の処理

人事委員会規則等の制定改廃

①　勤務条件に関する措置要求の審査

②　不利益処分についての不服申立ての審査

２

　

①　給与の改定について

②　給与に係る諸課題について

③　人事管理について

　 人事委員会は、本市職員及び民間企業従業員の給与等について調査研究等を行い、平成25年10月7日
に、市議会及び市長に対して給与に関する報告を行いました。その概要は、次のとおりです。

　〈報告の内容〉

○　月例給及び特別給（期末・勤勉手当）については、改定を見送ることが適当
○　民間の初任給月額が職員の初任給月額を上回っており、このような傾向が数年来継続していることか
ら、また、優秀な人材の確保の観点からも、初任給を改善することが必要。これに伴い在職者に対する所要
の調整措置を講ずることも必要
○　自宅に係る住居手当（月額2,500円）については、国が廃止していること、6割を超える地方公共団体が
廃止していること等を踏まえ、廃止することが必要

○　平成18年度から国に準じて実施している給与構造改革における経過措置については、国において平成
26年3月末で廃止することが決定しているため、今後の国の給与制度の総合的見直しを注視しながら、他の
地方公共団体の動向及び本市職員への影響等を十分に勘案して廃止することが必要
○　本市の昇給・昇格制度は、国に準じていることから、国の制度改正の内容を踏まえ、本市の高齢層の給
与水準等の状況や他の地方公共団体の動向を勘案しながら、高齢層の昇給・昇格制度の見直しを検討す
ることが必要

○　職員の採用については、「市民志向」、「改革志向」及び「自立志向」を基準として、より優秀な人材を確
保するための方策について、今後も調査研究が必要。職員の登用については、課長級昇任試験、係長級
昇任試験及び消防吏員昇任試験を実施しているが、さらに透明性・公平性・納得性の高い制度の確立が必
要。女性職員の登用については、一定の成果が見受けられるが、今後、女性職員がよりキャリアアップしてい
くことのできるような環境づくりに取り組んでいくことが必要。また、人事評価については、職員の能力・実績
がより的確に反映されるような制度構築に向け、検証を重ねていくことが必要
○　時間外勤務の縮減について、過度の時間外勤務が職員の健康に及ぼす影響を考慮し、業務の効率化
並びに適正な勤務時間管理及び人員配置を行うなど、組織全体として時間外勤務の縮減に取り組まれるこ
とを要請
○　両立支援の推進について、両立支援の制度を整備するだけにとどまらず、制度の活用促進が重要であ
り、職場に対する一層の周知を図るとともに、制度を利用しやすい職場環境の整備に向けた取組を進めてい
くことが必要
○　メンタルヘルス（心の健康）について、「熊本市職員の心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス対策
を継続的に粘り強く取り組んでいくことが必要
○　高齢期の雇用問題について、今後、人事院から示される再任用職員に関する検討結果を踏まえ、他の
地方公共団体の動向も注視しながら、再任用職員に係る適正な給与水準や再任用職員の能力と経験をい
かせる職務への配置等について、分析・研究していくことが必要
○　市政に対する信頼回復について、不祥事に対する厳正な対処、不祥事の発生要因及び背景の調査・
分析並びに職員に対する研修及び管理監督者による職場での指導徹底等、不祥事の根絶に向けた総合
的な取組を一層推進していくことが重要

　人事委員会は、地方公務員法第７条に基づき設置される人事行政に関する、専門的・中立的な第三者機関で
す。その権限および主な業務は、次のとおりです。

権限

(1)　主な行政的権限

(2)　準立法的権限

業務の状況

(1) 平成25年職員の給与等に関する報告の状況

人事委員会の業務の状況  　　

(3)　準司法的権限
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(2)　採用の状況

Ｂ Ａ／Ｂ合格者数

試験 試験 合格者数試験

36

2

31

15

4

3

-

20

第二次 最終 倍率第二次

1

9

14.5

34.0

52.7

事 務 職

技 術 職 ( 土 木 )

初 級 消 防 職
( 救 急 救 命 士 )

試験区分

10

1,308

182

申込者数

8

学 校 事 務
（ 県 費 負 担 ）

1

413合　計

係長職

1

93

10

59

1

11

8.2

1

0

0

1

3

28

1

10

1

試験

受験者数

最終

合格者数

人

受験者数

第二次

Ｂ

人人

助産師

　②採用選考試験

学芸員（地質）

第一次

試験

第一次

職種

Ａ

試験区分

合格者数

消防職

看護師（H25.10以降採用）

上 級 消 防 職

文化財専門職

看護師（H26.4以降採用）

身体障がい者

1

1

6

4.0

24 17 - -

24

16

12

20

18

7

倍率

Ａ／Ｂ

倍

2.6

6.0

8.5

10.0

16.9

6

40

4.7

16

2

20

3

8

35

0

0

1

68

2

22

43

医師

学芸員

課長職に準じる職

部長職に準じる職

消防司令

消防監

18

250

26

主任技師

主事に準じる職

その他職員
医長

任命権者

　　区分　　　　　　　　　職

部長

課長補佐職

事 務 職

事 務 職

民間企業等
経験者

16

8

33

9

213

21

167

  ③採用選考（承認）

課長職

局長職

次長職

30

上級職

職種

免許資格職
（上級職）

免許資格職
（中級職）

4

6

24

3

14

45

17 6

7

2

6

8

136

6

42

12

人

5177

18

485

10 6.0

6

　①採用試験

申込者数

2社 会 福 祉 職 21

22

計

人

12

27

1

5.6

1,001

11

6

8

5

13.0

7

3 1

32

69

9

35

58

8

32

6

第一次

6

60

6

4

第一次

受験者数

Ａ

13

17

33

6

7

20

4

10

158

合格者数 受験者数

20

181

6

87

4

2

3

4

21

59

土 木

建 築

機 械

電 気

42.6

3.5

2.5

6.0

11.5

16

200

4

1.7

-

12.0技 術 職 ( 土 木 ) 44 36 24

354 120 110

8.52

事 務 職

人

337

一般職
(医師を除く。)

消防士

免許資格職
（上級職）

免許資格職
（中級職） 臨 床 工 学 技 士

任期付職員

計

保 育 士

合　計

初 級 消 防 職

初級職

人

市長 教育委員会

11.0

2

3

22

0

1 1

人

-
-
-

-

11.0

上級職
技
術
職

化 学 24 20 4 4 1 20.0

農 業 8 5 3 3 1 5.0

保 健 師 35 26 6 6 2 13.0

病院事業
管理者

人

消防長

人

主事 1

課長補佐職に準じる職 1

1

消防副士長 11

消防司令補 14 14

15 15消防士長
消防職

8 8

1
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(3)　昇任の状況
　①課長級・係長級・係長級昇任選考試験

　②消防吏員昇任試験

　③昇任選考（承認）

※　市長には、議会事務局及び各行政委員会を含む。

　①職種変更試験

　②転任（承認）

件数：なし

件数：３件

第一次

受験者数

人人
68

54

137

70

人
164

受験者数

第二次

試験

Ａ／Ｂ

倍

Ｂ

人

倍率最　終

合格者数

(6)　不利益処分に関する不服申立ての状況

25

216

0

6

8
25

254

0

18

29
191

5

9

0

3

25

7

23

6

126

6

消防長

人

0

2

2

上下水
道事業
管理者

人

1

5

0

2

交通事
業管理

者

人

4

教育長

人

150

103

22
150

7

1

1

3

6

13

32

消 防 監

消防司令長

消 防 司 令

人

市長

17

 　　　　職

試験区分

第一次

試験

合格者数

第一次

受験者数

Ａ

1.215

45

-
100 4.2

3.6

150
68

21

11

2.6

2.8

倍率

Ａ／Ｂ

倍
1.4

最終

合格者数

Ｂ

人
9

19

421 150

試験

人

受験者数

3

病院事
業管理

者

人

218

第二次

3

5

9

8

49

13

5

29

32

72

3.8

-

合格者数

Ｂ

人

28

Ａ／Ｂ

31 2.0

第一次 倍率

人

31

人

合格者数

(4)　転任の状況

6

第一次

倍

局 長 職

最終

試験

計

試験

25

441

(5)  勤務条件に関する措置要求の状況

57

人

Ａ

受験者数

消 防 職

0

消 防 職

第二次

受験者数

23

申込者数

641 603

Ａ

第一次

試験

合格者数

人 人

試験区分

74

13

138

13

2970

人

係 長 級

消防司令補
消 防 士 長

消 防 司 令

係長級選考
218計
-

55

課 長 級
人

申込者数

4

3.7

計

人

160

177

3

0

2 2 1.5

0 00
事 務 職
技 術 職 （ 土 木 ）
消 防 職

申込者数

人

59

3

0

試験区分

運 輸 職 （ バ ス 運 転 士 ） 業 務 職

30 2.0

転　任　前　の　職　種 転　任　後　の　職　種 人数

60 33 33

17計

11

1

事 務 職

人

事 務 職

計 62

2

教 諭 4指 導 主 事

1

小 計

次 長 職

課 長 職

課長補佐職

係 長 職

任命権者

計

小 計

消 防 正 監
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告 示 第 ７ ６ ０ 号   
平成２６年１０月３１日   

国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第１３１条の規定に基づく配当計算書（謄本）の送達を

受けるべき者の住所及び居所が不明のため、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及

び熊本市税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定に基づき公示する。 
なお、当該書類は熊本市財政局納税課に保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
１ 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 
  ２人 
２ 送達する書類名 
  配当計算書（謄本）- 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  公   告   

 公 告 第 ７ ３ ９ 号   

平成２６年１０月１７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

  熊本市西区池田四丁目１０５２番１の一部、１０６９番１の一部及び水路 

  １，５５８．９６平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市西区池田四丁目２２番１号 

  学校法人 君が淵学園 

   理事長 中山 峰男 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ４ ４ 号   

平成２６年１０月２２日   

次のとおり換価財産の最高価申込者を決定したので、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第

１０６条第２項の規定により公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 換価財産  

(1) 売却区分１号 

ア 不動産の表示 

    （土地の表示） 

所在   熊本市東区戸島一丁目 

地番      ２３３９番７ 

地目   宅地 

地積      １６８．１０㎡ 

イ 最高価申込価額  ２，３７０，０００円 

ウ 最高価申込者氏名又は名称  白木 善男 

  エ 最高価申込者の決定年月日  平成２６年１０月２１日（火） 

  オ 売却決定日時及び場所 

    日時： 平成２６年１０月２８日（火）午前１０時 

    場所： 熊本市財政局納税課 
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公 告 第 ７ ４ ５ 号   

平成２６年１０月２３日   

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定による変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、

当該届出を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗の設置者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につ

いて意見を有する者は、平成２７年２月２３日までに、市長に対し、意見書を提出することができる。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  第３シルクビル 

  熊本市中央区大江四丁目２番３号 

２ 変更した事項 

  大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の

氏名 

  （変更前） 

小 売 業 者 
住  所 

氏名（名称） 代表者（法人の場合） 

株式会社ダイエー 代表取締役 桑原 道夫 兵庫県神戸市中央区港島中町四丁

目１番１ 

株式会社チヨダ 代表取締役 舟橋 政男 東京都杉並区成田東四丁目３９番

８号 

廣田 敏男 廣田 敏男 熊本県熊本市中央区下通二丁目２

番３０号 

株式会社ロベルト 代表取締役 金本 邦益 東京都江東区木場五丁目６番３５

号 

株式会社アプローズ 代表取締役 衣川 進之祐 神奈川県相模原市中央区相模原一

丁目２番３号 

株式会社メガネのヨネ

ザワ 

代表取締役 米澤 房朝 熊本県熊本市中央区水前寺六丁目

１番３８号 

有限会社日高時計店 日高 敏弘 熊本県熊本市中央区大江本町６番

２号 

有限会社博栄堂印房 上田 栄治 熊本県熊本市中央区新町二丁目３

番７号 

株式会社アシーネ 代表取締役 石井 仁 東京都台東区北上野二丁目６番４

号 

株式会社大創産業 
代表取締役 矢野 博文 

広島県東広島市西条吉行東一丁目

４番１４号 

株式会社エヌティライ

フ 
代表取締役 高安 裕 

熊本県熊本市中央区白山一丁目１

番２８号 

赤星清一  熊本県熊本市南区御幸笛田二丁目

１６番６５号 

蔵野株式会社 
代表取締役 蔵野 信也 

熊本県熊本市南区流通団地一丁目

４７番地 

株式会社タツミヤ 
代表取締役 指田 努 

東京都八王子市暁町一丁目３２番

１３号 
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有限会社シューズムナ

カタ 
代表取締役 宗方 和子 

熊本県熊本市中央区下通二丁目２

番３２号 

株式会社プラザクリエ

イトイメージング 
代表取締役 大島 康広 

東京都千代田区九段南四丁目７番

１３号 

有限会社ムラヤマレコ

ード 
代表取締役 村山 芳和 

熊本県熊本市中央区水前寺一丁目

１番２８号 

株式会社マルシェ 
代表取締役 玉虫 俊夫 

東京都中央区日本橋堀留町二丁目

８番４号 

有限会社バディーオブ

ユニオン 
代表取締役 中野 栄紀 

熊本県熊本市東区健軍二丁目１番

２９号 

  （変更後） 

小 売 業 者 
住  所 

氏名（名称） 代表者（法人の場合） 

株式会社ダイエー 代表取締役 村井 正平 
兵庫県神戸市中央区港島中町四丁

目１番１ 

株式会社チヨダ 代表取締役 舟橋 浩司 
東京都杉並区成田東四丁目３９番

８号 

廣田 敏男 廣田 敏男 
熊本県熊本市中央区下通二丁目２

番３０号 

株式会社アプローズ 代表取締役 衣川 進之祐 
神奈川県相模原市中央区相模原一

丁目２番３号 

株式会社ヨネザワ 代表取締役 米澤 房朝 
熊本県熊本市中央区水前寺六丁目

１番３８号 

有限会社日高時計店 日高  敏弘 
熊本県熊本市中央区大江本町６番

２号 

株式会社アシーネ 代表取締役 緒方 正朗 東京都江東区大島四丁目６番１号 

株式会社大創産業 代表取締役 矢野 博丈 
広島県東広島市西条吉行東一丁目

４番１４号 

株式会社エヌティライ

フ 
代表取締役 高安 裕 

熊本県熊本市中央区白山一丁目１

番２８号 

赤星 清一  
熊本県熊本市南区御幸笛田二丁目

１６番６５号 

蔵野株式会社 代表取締役 蔵野 信也 
熊本県熊本市南区流通団地一丁目

４７番地 

株式会社タツミヤ 代表取締役 指田 努 
東京都八王子市暁町一丁目３２番

１３号 

株式会社プラザクリエ

イトストアーズ 
代表取締役 大島 康広 

東京都中央区晴海一丁目８番１０

号 

有限会社ムラヤマレコ

ード 
代表取締役 村山 芳和 

熊本県熊本市中央区水前寺一丁目

１番２８号 

石岡靖博   
熊本県八代市清水町三丁目１９番

地 

村上 隆介   
熊本県熊本市西区春日町三丁目１

５番１号 
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有限会社白水インター

ナショナルコーポレー

ション 

代表取締役 白水 征江 
福岡県久留米市御井旗崎二丁目５

番５号 

藤久株式会社 代表取締役 後藤 薫徳 
愛知県名古屋市名東区高社一丁目

２１０番地 

株式会社システム１４ 代表取締役 石田 勝彦 
大阪府大阪市北区天神橋三丁目７

番９号 

甲斐 悦生   
熊本県下益城郡美里町中小路７１

１ 

宗方 巧   
熊本県熊本市中央区練兵町１３番

地７ 

上田 英貴   
熊本県熊本市中央区新町二丁目３

番７号 

３ 変更の年月日 

平成２６年４月１日 

４ 変更する理由 

小売業者の入退店等による変更のため 

５ 届出年月日 

平成２６年１０月１５日 

６ 届出の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

熊本市農水商工局商工振興課、熊本市中央区役所総務企画課及び熊本県商工観光労働部商工労

働局商工振興金融課 

(2) 縦覧期間 

平成２６年１０月２３日から平成２７年２月２３日まで 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ４ ６ 号   

平成２６年１０月２３日   

 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による新設の届出があった

ので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該届出及び添付書類を縦覧に供す

る。 

 なお、当該大規模小売店舗の設置者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につ

いて意見を有する者は、平成２７年２月２３日までに、市長に対し、意見書を提出することができる。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

ダイレックス植木店・靴のニシムラ本店 

  熊本市北区植木町滴水字町裏１８番１ 外 

２ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

名称及び代表者氏名 住 所 

ダイレックス株式会社 

代表取締役 貞方 宏司 

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地 

有限会社丸芳 

代表取締役 西村 芳廣 

熊本市北区植木町滴水１３番地１ 
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３ 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

名称及び代表者氏名 住 所 

ダイレックス株式会社 

代表取締役 貞方 宏司 

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地 

有限会社西村本店 

代表取締役 西村 博子 

熊本市北区植木町植木２６番地 

４ 大規模小売店舗の新設をする日 

  平成２７年６月１６日 

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

  ２，０４６平方メートル 

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

(1) 駐車場の位置及び収容台数 

建物敷地内    ８６台 

(2) 駐輪場の位置及び収容台数 

駐輪場Ｎｏ．１   Ａ棟南側   ３４台 

駐輪場Ｎｏ．２   Ａ棟西側   ５６台 

駐輪場Ｎｏ．３   Ｂ棟西側   １２台 

                 合計１０２台   

(3) 荷さばき施設の位置及び面積 

荷さばき施設Ｎｏ．１ Ａ棟北側  ４０平方メートル 

荷さばき施設Ｎｏ．２ Ａ棟東側  ６５平方メートル 

荷さばき施設Ｎｏ．３ Ｂ棟北側  ２２平方メートル 

                 合計１２７平方メートル 

(4) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 

   廃棄物等保管施設Ｎｏ．１ Ａ棟内西側 １７立方メートル 

廃棄物等保管施設Ｎｏ．２ Ｂ棟内北側  ３立方メートル 

                    合計２０立方メートル 

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

   ダイレックス株式会社  午前９時から午後１０時まで 

   有限会社西村本店    午前９時から午後８時まで 

(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

午前８時３０分から午後１０時３０分まで 

(3) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

   ２箇所  建物敷地西側 

(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

   荷さばき施設Ｎｏ．１    ２４時間 

   荷さばき施設Ｎｏ．２    ２４時間 

   荷さばき施設Ｎｏ．３    午前６時から午後１０時まで 

８ 届出年月日 

  平成２６年１０月１５日 

９ 届出の縦覧場所及び縦覧期間 

(1) 縦覧場所 

熊本市農水商工局商工振興課、熊本市北区役所総務企画課及び熊本県商工観光労働部商工労働

局商工振興金融課 
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(2) 縦覧期間 

平成２６年１０月２３日から平成２７年２月２３日まで 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ４ ７ 号   

平成２６年１０月２３日   

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、本市の町の区域及び名称

を変更するため、住居表示に関する法律（昭和３７年法律第１１９号）第５条の２第１項の規定に基

づき次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 住居表示整備事業に伴う町の区域及び名称の変更案 

  【松尾町上松尾地域】 

変更前町界町名 変更後町界町名 摘要 

中松尾町の一部 松尾一丁目 住居表示実施 

   ※ 別図（町界町名図）のとおり（登載省略） 

２ 変更時期    平成２７年３月（予定） 

３ 縦覧期間    平成２６年１０月２３日から 

          平成２６年１１月２５日まで 

４ 縦覧場所    熊本市企画振興局区政推進課 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ４ ９ 号            

                       平成２６年１０月２４日   
平成２６年度地籍調査事業の一筆地調査に係る土地所有者等の所在が明らかでないことから、地籍

調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号）第３０条第３項の規定に基づき、次のとおり公告

する。 

                     熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業計画が公示された日   平成２６年４月１日 

２ 調査を実施する者の名称   熊本市 

３ 調査地域    東区戸島六丁目、東区戸島本町、東区戸島町の各一部 

４ 調査の期間   平成２６年６月２日から平成２７年３月３１日まで 

５ 土地の所在   熊本市東区戸島本町 

６ 土地の地番   ４２０８番１ 

７ 土地の地目   宅地 

８ 所在が明らかでない者の名称及び住所   

  名称 ： 春田 武七 

住所 ： 不明 

９ 連絡先    熊本市中央区手取本町１番１号 

        熊本市都市建設局土木管理課地籍調査班（花畑町別館２階） 

        電話 ０９６－３２８－２４６８ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ １ 号   

平成２６年１０月２４日   

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第８８条第２項の規定に基づき、熊本市田井島南土

地区画整理組合の換地計画を公衆の縦覧に供するため、同法施行令（昭和３０年政令第４７号）第５

５条の２において準用する同法施行令第３条の規定により公告する。 

 なお、当該土地区画整理事業に関係ある土地若しくはその土地に定着する物件又は当該土地区画整
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理事業に関係のある水面について権利を有する者は、縦覧に供された換地計画について意見がある場

合においては、縦覧期間内に、施行者に意見を提出することができる。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 縦覧開始の日 

  平成２６年１０月２７日 

２ 縦覧期間 

平成２６年１０月２７日から平成２６年１１月９日まで 

３ 縦覧場所 

  熊本市南区田井島３丁目８番１号 

  熊本市田井島南土地区画整理組合事務所 

４ 縦覧時間 

  午前９時から午後５時まで 

５ 施行者 

  熊本市田井島南土地区画整理組合 

  理事長 村田 政時 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ２ 号   

平成２６年１０月２４日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市西区花園七丁目１５９５番１、１５９６番  

  １，３７６．６６平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市中央区平成三丁目１６番２７号 

  株式会社 九建ホーム 

   代表取締役 福嶋 正夫 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ３ 号   

平成２６年１０月２４日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区画図町大字重富字住吉５番１、５番４、５番５、５番６、５番７、５番８、４６番、 

４９番１、５２番、５３番、５７番２、５８番、５９番、５９番２、６０番２及び水路 

  ４，９８２．４３平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区下江津三丁目７番２６号 

  有限会社 毎日不動産 

取締役 一期﨑 孝 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ４ 号   

平成２６年１０月２４日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が
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完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市西区上代十丁目２７２７番、２７２８番３ 

  ３６５．１９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市西区島崎二丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ７ 号   

平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区今町字小道端１５７番２、１８８番１、１８８番３ 

  ４９９．００平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区八分字町 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ８ 号   

平成２６年１０月２７日   

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１２条第１項の規定により平成２

５年３月１４日付け公告第２２４号で公告した城南農業振興地域整備計画を同法第１２条第１項の規

定により公告し、当該変更後の農業振興地域整備計画を次により縦覧する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 縦覧場所 

  熊本市南区役所城南総合出張所産業振興課 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ５ ９ 号   

平成２６年１０月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区護藤町字小藤１３３３番２、１３３３番３、１３３４番１、１３３４番３ 

  ５１４．９９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区護藤町 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ ０ 号   

平成２６年１０月２８日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
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熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市北区楡木二丁目１５４７番１  

  ３，２６４．２４平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区尾ノ上一丁目５番２０号 

  株式会社 南栄開発 

   代表取締役 斉藤 忠 

熊本市中央区平成三丁目１６番２７号 

  株式会社 九建ホーム 

   代表取締役 福嶋 正夫 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ １ 号   

平成２６年１０月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区戸島四丁目３８０８番４ 

  ３７３．４７平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市北区黒髪七丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ ３ 号   

平成２６年１０月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町さんさん一丁目７番１  

  ４，８０４．９８平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区近見七丁目１２番５１号 

  株式会社 アーデルハウス 

   代表取締役 平島 秀一   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ ４ 号   

平成２６年１０月２９日   

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基づき、次のように都市公園の供用を

開始するので公告する。 

都市公園の区域に関する関係図書は、熊本市都市建設局東部土木センター総務課において一般の縦

覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 名称及び位置 
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名   称 
位     置 

番 号 公 園 名 

２・６７５ 御領五丁目公園 熊本市東区御領五丁目５９５番５ 

２ 供用開始の期日 

  平成２６年１０月２９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ ６ 号   

平成２６年１０月３１日   

 建設工事に係る業務委託契約に係る最低制限価格の算定基準の一部を改正する基準を公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

建設工事に係る業務委託契約に係る最低制限価格の算定基準の一部を改正する基準 

 建設工事に係る業務委託契約に係る最低制限価格の算定基準（平成２２年告示第１３４号）の一部

を次のように改める。 

 第２条第２項中「最低制限基準価格」を「その業種が別表の業種区分のいずれにも該当しないコン

サルタント業務の最低制限基準額」に改め、同項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 最低制限基準額は、別表の業種区分の欄に掲げる業種の種類ごとに、予定価格の算出の基礎とな

った同表①から④までの各欄に掲げる額の合計額に消費税及び地方消費税相当額を加えて得た額と

する。ただし、その得た額が、予定価格に１０分の８．５を乗じて得た額を超える場合にあっては

予定価格に１０分の８．５を乗じて得た額とし、予定価格に１０分の６を乗じて得た額に満たない

場合にあっては予定価格に１０分の６を乗じて得た額とする。 

附則の次に別表として次のように加える。 

別表（第２条関係） 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額

諸経費の額に 10

分の 4 を乗じて

得た額 

－ 

測量設計業務

（次項以外のも

の） 

直接原価 

諸経費の額に 10

分の 4 を乗じて

得た額 

その他原価の額

に 10 分の 9 を乗

じて得た額 

一般管理費等の額

に10分の3を乗じ

て得た額 

測量設計業務

（積算に技術経

費を用いるもの

に限る。） 

直接原価 

技術経費の額に

10 分の 6 を乗じ

て得た額 

諸経費（測量）の

額に 10 分の 4 を

乗じて得た額 

諸経費（設計）の額

に10分の6を乗じ

て得た額 

地質調査業務 直接調査費の額 

間接調査費の額

に 10 分の 9 を乗

じて得た額 

解析等調査業務

費の額に10分の

7.5 を乗じて得た

額 

諸経費の額に 10

分の 4 を乗じて得

た額 

土木設計業務

（次項以外のも

の） 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額

に 10 分の 9 を乗

じて得た額 

一般管理費等の額

に10分の3を乗じ

て得た額 
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土木設計業務

（積算に技術経

費を用いるもの

に限る。） 

直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に

10 分の 6 を乗じ

て得た額 

諸経費の額に 10

分の 6 を乗じて得

た額 

建築設計業務 直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の

額に 10 分の 6 を

乗じて得た額 

諸経費の額に 10

分の 6 を乗じて得

た額 

設備設計業務 直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の

額に 10 分の 6 を

乗じて得た額 

諸経費の額に 10

分の 6 を乗じて得

た額 

補償関係コンサ

ルタント業務 
直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に

10 分の６を乗じ

て得た額 

諸経費の額に 10

分の６を乗じて得

た額 

注 直接測量費、直接原価、直接人件費、測量調査費、特別経費、直接経費、間接調査費、諸経費、

技術料等経費、その他原価、技術経費、解析等調査業務費又は一般管理費等の額に千円に満たな

い端数があるときは、その端数金額は切り捨てるものとする。 

附 則 

 この基準は、平成２６年１０月３１日から施行し、この基準による改正後の建設工事に係る業務委

託契約に係る最低制限価格の算定基準第２条第２項及び第３項の規定は、一般競争入札にあっては平

成２６年１２月１日以降に公告をするもの、指名競争入札にあっては同日以降に指名をするものにつ

いて適用する。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  中 央 区   

中央区告示第２４号   

     平成２６年１０月２８日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年１０月２０日に職権

により消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

                   熊本市中央区長  前 渕 啓 子   

 以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 上 下 水 道 局  

上下水道局告示第７３号   
平成２６年１０月２９日   

熊本市排水設備指定工事店から熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水道局規程第３６号）

第１３条第２項第２号の規定による届出があったので、同規程第２２条第４号の規定により次のとお

り告示する。 
熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博 

 
 
   



平成 26 年 11 月 17 日       熊 本 市 公 報         第 1388 号 

- 1724 - 

指定番号 所在地・商号・代表者名 
異動年月日 

異動事由 

第４４７号 

熊本市西区蓮台寺一丁目１３番６号 

熊本推進建設株式会社 

代表取締役 清永 邦義 

平成２６年１０月１０日 

代表者の異動 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
上下水道局告示第７４号   
平成２６年１０月２９日   

次の者を熊本市上下水道局指定給水装置工事事業者として指定したので、熊本市上下水道局指定給

水装置工事事業者規程（平成１０年水道局規程第５号）第１０条第１号の規定により告示する。 
熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 事業所所在地・名称・代表者名 指定年月日 

第７７０号 

合志市幾久富１６５６番地３４５ 

有限会社ホナミ 

代表取締役 穂波 美津江 

平成２６年１０月１４日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
上下水道局告示第７５号   
平成２６年１０月２９日   

次の者から給水装置工事の事業の廃止の届出があったので、熊本市上下水道局指定給水装置工事事

業者規程（平成１０年水道局規程第５号）第１０条第２号の規定により告示する。 
熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 事業所所在地・名称・代表者名 廃止年月日 

第５６０号 

熊本市南区奥古閑町１９０３番地１ 

有明管工 

代表者 平島 信行 

平成２６年１０月１５日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
上下水道局告示第７６号   
平成２６年１０月２９日   

熊本市排水設備指定工事店から熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水道局規程第３６号）

第１３条第２項第２号の規定による届出があったので、同規程第２２条第４号の規定により次のとお

り告示する。 
熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 
異動年月日 

異動事由 
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第１７１号 

熊本市北区植木町轟２２５２番地２ 

株式会社髙宮城工業 

代表取締役 髙村 美喜子 

平成２６年１０月２３日 

代表者の異動 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
上下水道局告示第７７号   
平成２６年１０月２９日   

熊本市排水設備指定工事店から熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水道局規程第３６号）

第１３条第２項第３号の規定による届出があったので、同規程第２２条第４号の規定により次のとお

り告示する。 
熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 
異動年月日 

異動事由 

第４２３号 

熊本市中央区九品寺三丁目１５番７号 

株式会社ＳＹＳＫＥＮ 

代表取締役 柏尾 敬秀 

平成２６年１０月２４日 

商号の変更 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
上下水道局告示第７８号   

平成２６年１０月２９日   

熊本市排水設備指定工事店を新たに指定したので、熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水

道局規程第３６号）第２２条第１号の規定により、次のとおり告示する。 

      熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 指定年月日 

第７２４号 

熊本市南区城南町千町９８８番地３ 

岩田設備 

代表者 岩田 浩二 

平成２６年１０月２４日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  病 院 局   

病院局規程第１０号   
平成２６年１０月３１日   

熊本市病院局就業規程の一部を改正する規程を公布する。 
熊本市病院事業管理者  髙 田 明   

熊本市病院局就業規程の一部を改正する規程 
熊本市病院局就業規程（平成２１年病院局規程第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条第１項第２号ウ中「薬剤師」の次に「、臨床工学技士」を加える。 
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附 則 
この規程は、公布の日から施行する。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 教 育 委 員 会  

教 委 規 則 第 ７ 号   
平成２６年１０月２８日   

熊本市公民館条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 
                                  熊本市教育委員会 委員長  﨑 元 達 郎   

熊本市公民館条例施行規則の一部を改正する規則 
熊本市公民館条例施行規則（昭和２６年規則第２０号）の一部を次のように改正する。 
第８条の表中熊本市植木公民館山本分館の項、熊本市植木公民館田原分館の項、熊本市植木公民館

大和分館の項、熊本市植木公民館やすら木の里分館の項及び熊本市植木公民館田底分館の項を削る。 
 

附 則 
 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

教 委 告 示 第 １ ２ 号   
平成２６年１０月１７日   

 熊本市教育委員会会議を次のとおり開催する。 

               熊本市教育委員会委員長  﨑 元 達 郎   
１ 日時 

平成２６年１０月２２日（水） 午後２時から 

２ 場所 

  マスミューチュアル生命ビル ７階 会議室 

３ 議事 

(1) 熊本市公民館条例の一部を改正する条例について 

(2) 熊本市田原坂資料館条例の制定について 

(3) 龍田西小学校屋内運動場新築その他工事請負契約の内容に対する意見について 

(4) 熊本市公民館条例施行規則の一部を改正する規則について 

(5) 熊本市国指定史跡保存管理計画策定委員会委員委嘱について 

(6) 平成２７年度教育委員会市費負担職員（教職員除く。）異動一般方針について 

(7) 平成２７年度教育委員会教職員等異動方針について 

(8) 熊本市教育の情報化ビジョンについて 

４ 協議 

(1) 熊本市立幼稚園基本計画（素案）について 

５ 報告 

(1) 平成２６年第３回定例市議会報告について 

(2) 平成２６年度（第５０回）熊本市学校緑化コンクールについて 

(3) 平成２７年度熊本市立学校教員採用選考試験の結果について 

(4) 平成２７年度熊本市立学校管理職採用選考試験の実施状況について 

(5) 平成２６年度熊本市教職員教育功労表彰の受賞者について 

(6) 広報広聴関係について 


